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００９９平平成成 22３３年年４４月月  

  

  

国国 税税 庁庁 

所得税の源泉徴収事務につきましては、日頃から格別のご協力をいただき感謝申し上げます。 

令和５年度の税制改正により、源泉所得税関係について主に次のような改正が行われました 

のでお知らせいたします。 
(注) このパンフレットは、令和５年４月１日現在の法令に基づいて作成しています。 

                                             

 

 
 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

新株予約権の行使は付与決議の日後 10 年を経過する日までの間に行うこととの要件について、

一定の株式会社（注）が新株予約権を付与する場合には、その新株予約権の行使はその付与決議の

日後 15 年を経過する日までの間に行うこととされました。 

(注) 付与決議の日において、その設立の日以後の期間が５年未満であること、上場株式発行会社でないこと

等の要件を満たす株式会社をいいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【令和５年まで】

つつみみたたててNNIISSAA 一一般般NNIISSAA

年間の投資上限額 40万円 120万円

非課税保有期間 20年間 ５年間

口座開設可能期間 平成30年～令和24年 平成26年～令和５年

投資対象商品

積立・分散投資に適した
一定の公募等株式投資信託

上場株式・公募株式投資信託等

投資方法 契約に基づき、定期かつ継続的な方法で投資 制限なし

商品性について内閣総理大臣が告示で

定める要件を満たしたものに限る

いいずずれれかかをを選選択択

源源泉泉所所得得税税のの改改正正ののああららまましし  
令令和和５５年年４４月月 

１１  給給与与支支払払明明細細書書及及びび給給与与所所得得のの源源泉泉徴徴収収票票にに記記載載すすべべきき事事項項をを電電磁磁的的方方法法にによよりり提提供供すするる

たためめのの要要件件ででああるる給給与与等等のの支支払払をを受受けけるる者者のの承承諾諾手手続続ににつついいてて、、給給与与等等のの支支払払ををすするる者者かからら

そそのの支支払払をを受受けけるる者者にに対対しし、、「「給給与与等等のの支支払払ををすするる者者がが定定めめるる期期限限ままででににそそのの承承諾諾ををししなないい旨旨

のの回回答答ががなないいととききははそそのの承承諾諾ががああっったたももののととみみななすす」」旨旨をを通通知知しし、、そそのの期期限限ままででにに回回答答ががなな

かかっったたととききはは、、そそのの承承諾諾をを得得たたももののととみみななすす方方法法がが加加ええらられれままししたた。。  

ここのの改改正正はは、、令令和和５５年年４４月月１１日日以以後後にに行行うう通通知知ににつついいてて適適用用さされれまますす。。  

３３  ＮＮＩＩＳＳＡＡ（（非非課課税税口口座座内内のの少少額額上上場場株株式式等等にに係係るる配配当当所所得得及及びび譲譲渡渡所所得得等等のの非非課課税税措措置置））

ににつついいてて、、次次のの見見直直しし（（拡拡充充・・恒恒久久化化））がが行行わわれれままししたた。。  

２２  スストトッッククオオププシショョンン税税制制（（特特定定のの取取締締役役等等がが受受けけるる新新株株予予約約権権のの行行使使にによよるる株株式式のの取取得得にに

係係るる経経済済的的利利益益のの非非課課税税等等））のの適適用用対対象象ととななるる新新株株予予約約権権にに係係るる契契約約のの要要件件ににつついいてて、、次次のの

見見直直ししがが行行わわれれたたほほかか、、所所要要のの措措置置がが講講じじらられれままししたた。。      

ここのの改改正正はは、、令令和和５５年年４４月月１１日日以以後後にに行行わわれれるる付付与与決決議議にに基基づづきき締締結結さされれるる契契約約にによよりり与与

ええらられれるる一一定定のの新新株株予予約約権権ににつついいてて適適用用さされれまますす。。  
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（注） 令和５年末までにジュニアNISAにおいて投資した商品は、非課税保有期間（５年）が終了しても、所

定の手続を経ることで、18歳になるまでは非課税措置が受けられることとなっていますが、今回の改正

において、その手続が省略されることとなりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)  振替国債等の利子の課税の特例等について、e-Taxにより税務署長に対して提出する次に

掲げる書類のファイル形式を、ＸＭＬ形式又はＣＳＶ形式とすることとされました。 

 イ 非課税適用申告書等 

 ロ 特例書類 

(2)  上場株式等の配当等に係る租税条約等の適用手続について、その配当等の支払の取扱者

のその支払を受ける者等に関する事項の光ディスク等による税務署長に対する提供に代え

て、e-Taxにより提供することができることとされました。 

 

 

 

 

５５  特特定定外外国国法法人人がが特特定定金金融融機機関関等等ととのの間間でで行行うう債債券券現現先先取取引引にに係係るる利利子子等等のの非非課課税税措措置置のの適適

用用期期限限がが令令和和８８年年３３月月3311日日（（改改正正前前：：令令和和５５年年３３月月3311日日））ままでで延延長長さされれままししたた。。  

６６  ククロロススボボーーダダーー取取引引にに係係るる利利子子等等のの課課税税のの特特例例等等ににつついいてて、、次次のの措措置置がが講講じじらられれままししたた。。  

    ここのの改改正正はは、、令令和和６６年年７７月月１１日日以以後後にに提提出出すするる書書類類又又はは提提供供すするる事事項項ににつついいてて適適用用さされれまま

すす。。  

４４  「「給給与与所所得得者者のの扶扶養養控控除除等等申申告告書書」」ににつついいてて、、そそのの申申告告書書にに記記載載すすべべきき事事項項ががそそのの年年のの前前

年年のの申申告告内内容容とと異異動動ががなないい場場合合ににはは、、そそのの記記載載すすべべきき事事項項のの記記載載にに代代ええてて、、そそのの異異動動ががなないい

旨旨のの記記載載にによよるるここととががででききるるここととととさされれままししたた。。  

    ここのの改改正正はは、、令令和和７７年年１１月月１１日日以以後後にに支支払払をを受受けけるるべべきき給給与与等等ににつついいてて提提出出すするる「「給給与与所所

得得者者のの扶扶養養控控除除等等申申告告書書」」ににつついいてて適適用用さされれまますす。。  

  ((注注))  「「従従たたるる給給与与ににつついいててのの扶扶養養控控除除等等申申告告書書」」ににつついいててもも、、同同様様のの改改正正がが行行わわれれままししたた。。  

【令和６年以降】

つつみみたたてて投投資資枠枠 成成長長投投資資枠枠

年間の投資上限額 120万円 240万円

非課税保有期間 制限なし（無期限化） 制限なし（無期限化）

1,200万円（内数）

口座開設可能期間 制限なし（恒久化） 制限なし（恒久化）

投資対象商品

積立・分散投資に適した
一定の公募等株式投資信託

上場株式・公募株式投資信託等

投資方法 契約に基づき、定期かつ継続的な方法で投資 制限なし

現行制度との関係

非課税保有限度額
（総枠）

1,800万円
※簿価残高方式で管理（枠の再利用が可能）

令和５年末までに現行の一般NISA及びつみたてNISA制度において投資した
商品は、新しい制度の外枠で、現行制度における非課税措置を適用

安定的な資産形成につながる投資商品に絞り込む観

点から、高レバレッジ投資信託などを対象から除外

併併用用可可

商品性について内閣総理大臣が告示で

定める要件を満たしたものに限る
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(1) その一定の内国法人がその配当等の額の計算期間の初日からその末日まで継続して発行済

株式等の全部を保有する株式等（注１､２）（以下「完全子法人株式等」といいます。）に係る配

当等 

(2) その配当等の額に係る基準日等（配当等の額の計算期間の末日等）(注３)において、その一

定の内国法人が直接に保有する他の内国法人（一般社団法人等を除きます。）の株式等の発

行済株式等の総数等に占める割合が３分の１超である場合における当該他の内国法人の株式

等（注２）（上記(1)の完全子法人株式等に該当する株式等を除きます。）に係る配当等 

(注) １ 法人税法第 23 条第５項に規定する完全子法人株式等をいいます。 

２ その一定の内国法人が自己の名義をもって有するものに限ります。 

３ 法人税法施行令第 22 条第１項に規定する基準日等をいいます。 

 

 
 

 
 

 令和６年以降「源泉所得税の改正のあらまし」は、送付に代えて e-Tax のメッセージボッ

クスに格納することといたしました。 

 なお、「源泉所得税の改正のあらまし」は、国税庁ホームページにも掲載しております。 

 
(注)１ メッセージボックスへの格納は、利用者識別番号を保有している方が対象となります。 

２ メッセージボックスは、パソコンをご利用の場合は受付システム又は e-Tax ソフト 
（WEB 版）から、スマートフォンをご利用の場合は e-Tax ソフト（SP 版）からご 
確認ください。 

 
 
 
 
 
 
 

令令和和６６年年以以降降のの「「源源泉泉所所得得税税のの改改正正ののああららまましし」」のの送送付付にに係係るるおお知知ららせせ  

令令和和４４年年度度のの税税制制改改正正にによよりり、、令令和和５５年年 1100 月月１１日日以以後後適適用用さされれるるもものの  

７７  上上記記ののほほかか、、令令和和５５年年度度のの税税制制改改正正ににおおいいてて、、次次のの見見直直しし等等がが行行わわれれてていいまますす。。  

  ・・  令令和和６６年年以以後後のの国国外外居居住住親親族族にに係係るる扶扶養養控控除除等等のの適適用用をを受受けけよよううととすするる際際にに提提出出又又はは提提

示示すするる「「送送金金関関係係書書類類」」のの範範囲囲にに、、電電子子決決済済手手段段（（法法定定通通貨貨のの価価値値とと連連動動等等すするるスステテーーブブ

ルルココイインン））のの移移転転にによよるる支支払払をを証証明明すするる一一定定のの書書類類をを追追加加  

・・  令令和和６６年年1100月月１１日日以以後後にに提提出出すするる「「給給与与所所得得者者のの保保険険料料控控除除申申告告書書」」のの記記載載事事項項のの簡簡素素

化化  

・・  令令和和９９年年１１月月１１日日以以後後にに給給与与支支払払事事務務所所のの開開設設等等ををししたた場場合合にに提提出出すするる「「給給与与支支払払事事務務

所所等等のの開開設設・・移移転転・・廃廃止止届届出出書書」」のの記記載載事事項項のの簡簡素素化化  

・・  令令和和９９年年１１月月分分以以後後のの承承認認申申請請ととししてて提提出出すするる「「源源泉泉所所得得税税のの納納期期のの特特例例のの承承認認にに関関すす

るる申申請請書書」」のの記記載載事事項項のの簡簡素素化化  

  一一定定のの内内国国法法人人((注注))がが支支払払をを受受けけるる配配当当等等でで次次にに掲掲げげるるももののににつついいててはは、、所所得得税税をを課課ささなないいここ

ととととしし、、そそのの配配当当等等にに係係るる所所得得税税のの源源泉泉徴徴収収をを行行わわなないいここととととさされれままししたた。。  

  ここのの改改正正はは、、令令和和５５年年1100月月１１日日以以後後にに支支払払をを受受けけるるべべきき配配当当等等ににつついいてて適適用用さされれまますす。。  

((注注))  「「一一定定のの内内国国法法人人」」ととはは、、内内国国法法人人ののううちち、、一一般般社社団団法法人人及及びび一一般般財財団団法法人人（（公公益益社社団団法法人人及及びび公公益益財財

団団法法人人をを除除ききまますす。。））、、労労働働者者協協同同組組合合、、人人格格ののなないい社社団団等等並並びびにに法法人人税税法法以以外外のの法法律律にによよっってて公公益益法法人人

等等ととみみななさされれてていいるる一一定定のの法法人人（（以以下下「「一一般般社社団団法法人人等等」」とといいいいまますす。。））以以外外のの法法人人ををいいいいまますす。。  

源泉所得税の 
改正のあらまし 
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⑴ 年末調整の電子化 
年末調整手続を電子化することにより、各種控除額の検算や控除証明書等のチェ 

ックが削減されるなど、年末調整手続が簡便化できます。詳しくは、国税庁ホーム 
ページ「年末調整手続の電子化に向けた取組について」をご覧ください。
（https://www.nta.go.jp/users/gensen/nenmatsu/nencho.htm） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  
⑵ キャッシュレス納付 

源泉所得税の納付は、①金融機関や税務署等の窓口に赴く必要がなく、②自宅や 
事務所などからの納付手続が可能な非対面の「キャッシュレス納付」が便利です。 
詳しくは、国税庁ホームページ「源泉所得税の納税手続」をご覧ください。 
（https://www.nta.go.jp/users/gensen/nencho/index/gensen_nouzei/cashless.htm） 

※ 源泉所得税についてキャッシュレス納付を利用するためには、事前に e-Tax で徴収高計算書

データを作成・送信する必要があります。詳しくは、国税庁ホームページにおいて、e-Tax を利

用した源泉所得税の納付手続を解説した動画を公開しておりますので、ご覧ください。 
 

①源泉所得税は e-Tax で納付       ②スマホで源泉所得税を納付する方法 
【令和元年 11 月配信】            【令和４年３月配信】 

 

国国税税庁庁ホホーームムペペーージジ（（hhttttppss::////wwwwww..nnttaa..ggoo..jjpp））でではは、、源源泉泉徴徴収収にに関関すするる情情報報ややタタッッククススアアンンササーー
（（よよくくああるる税税のの質質問問））をを提提供供ししてていいまますす。。源源泉泉徴徴収収ににつついいてておお分分かかりりににななららなないい点点ななどどががあありりままししたた
らら、、是是非非ごご活活用用くくだだささいい。。  

国税庁 法人番号 7000012050002 

年年末末調調整整のの電電子子化化及及びびキキャャッッシシュュレレスス納納付付ののごご案案内内  

控除

証明書

（はがき）


